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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざき農業担い手確保総合対策 課名 農業経営

事業 国庫・県単 支援課

１ 事業の目的・背景

新規就農者の確保に向けて、県内外での就農ＰＲや就農相談・支援体制の強化、

研修及び雇用の機会創出、農業経営資源の承継等により、就農希望者の農業経営の

円滑なスタートを支援する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ６８，６４０千円

（２）財 源 国庫：３２，９９５千円 宮崎県人口減少対策基金：１０，３９５千円 一般財源：２５，２５０千円

（３）事業期間 令和３年度～令和４年度

（４）事業主体 県農業振興公社、市町村、市町村公社、ＪＡ、

農業者が組織する団体、県

（５）事業内容

① 「みやざきで就農」推進強化事業 ４２，９３０千円

ア 新規就農相談センターによる相談対応を支援（県定額）

イ Ｗｅｂ広告での情報発信、お試し就農（派遣型就農研修）等の実施

② 農業承継推進強化事業 ２２，９５８千円

ア 農業承継コーディネーター設置

イ 承継される農業用施設や果樹園等の補修・補強等の支援（県１／３以内）

③ 「アグリキャリア」育成事業 ２，７５２千円

ア 農業機械の安全講習等の実施

イ 中山間地域における農業人材確保の取組に対する支援（県１／２以内）

３ 事業効果

《新規就農者数の増加 令和元年 418人 → 令和５年度 500人》

市町村及び関係機関・団体と連携して相談から就農までの切れ目のない支援を行

うことにより、新規就農者の増加による本県農業の振興が図られる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 きらり輝く農業人材確保支援事業 課名 農業経営

国庫・県単 支援課

１ 事業の目的・背景

高齢化や人口減少を背景に他産業との人材確保競争が激化する中、地域における

新たな手法による人材確保の取組や人材がより定着しやすい環境の整備等を支援す

る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １５，７００千円

（２）財 源 宮崎県人口減少対策基金：１４，５００千円 一般財源：１，２００千円

（３）事業期間 令和３年度～令和４年度

（４）事業主体 農業関係機関が組織する協議会、営農集団・農業法人等、県

（５）事業内容

① 農業人材ベストミックス支援事業（県定額） ４，０００千円

農福連携や産地間連携の取組等地域における新たな手法による人材確保対策

を推進を支援

② 農業人材受入れ環境モデル構築事業（県１／３以内） ５，０００千円

多様な人材がより就労・定着しやすい環境モデルを設置し、効果検証しなが

ら普及する取組を支援

③ 農業人材定着促進事業（県１／２以内） ６，５００千円

適正な労務管理の推進や外国人受入環境向上のためのコンシェルジュ設置を

支援

④ 県推進事務費 ２００千円

３ 事業効果

《地域における新たな農業人材確保の取組の確立

令和２年度 ０地区 → 令和４年度 ５地域》

地域の特性に応じた多様な人材を取り込み、定着を促進する環境の整備により、

職業として多くの人に選ばれる魅力ある本県農業の実現が図られる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 簡易基盤整備加速化事業 課名 農村計画課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

規模拡大を目指す担い手農家などに農地を集積・集約し生産性を向上させるた

め、畦畔除去等の簡易な整備を推進し、スマート農業が展開できる基盤整備の加速

化を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ４，０００千円

（２）財 源 中山間ふるさと保全基金：３，０００千円 一般財源：１，０００千円

（３）事業期間 令和３年度～令和５年度

（４）事業主体 市町村、県

（５）事業内容

① 整備候補地域選定 ２，５００千円

基盤整備要望地域の地盤高等を考慮し、畦畔除去等の簡易な整備が可能な

地域情報を市町村に提供

② 整備計画策定（県 １／２以内） １，０００千円

①の成果を活用し、担い手農家の意向を反映した市町村の整備計画策定を

支援

③ 整備普及促進 ５００千円

基盤整備効果ＰＲ資料作成や啓発による簡易な基盤整備の普及・拡大

３ 事業効果

簡易な整備により基盤整備が加速化されることで、スマート農業の展開など担い

手のニーズに応じた農地の集積・集約化が促進される。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 牛・人・草が紡ぐひなたの畜産魅力 課名 畜産振興課

アップ事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

高収益で競争力の高い畜産経営体の育成のため、スマート畜産モデル畜舎の整備

や肉用牛定休型ヘルパー組織の創設、飼料コントラクター組織の効率化等の支援を

する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ４２，５８８千円

（２）財 源 一般財源：４２，５８８千円

（３）事業期間 令和３年度～令和５年度

（４）事業主体 市町村、クラスター協議会等、経済連、ヘルパー組合、県、

農業協同組合、地域協議会等

（５）事業内容

① 【牛】スマート畜産促進支援事業 ５，６８１千円

スマート畜産を推進するモデル畜舎の整備支援（県１／３以内、県定額）

② 【人】畜産経営魅力アップ推進事業 ３４，４０１千円

ア 肉用牛定休型ヘルパー組織創設や利用促進等にかかる取組支援

（県１／２以内、県定額）(3,842千円)

イ 畜産コンサル体制の強化支援

・ コンサル体制強化に係る取組支援（県定額） (28,467千円)

・ 酪農経営の改善に係る取組支援（県１／２以内、県１／３以内）

(2,092千円)

③ 【草】飼料生産効率化促進支援事業 １，４０３千円

ア コントラクター組織の体質強化に係る取組支援（県定額）

イ 地域内外連携強化に係る取組支援（県定額、県１/２以内）

④ 県推進事務費 １，１０３千円

３ 事業効果

《産出額（肉用牛・乳用牛） 令和元年度 847億円 → 令和７年度 859億円》

畜産経営体における生産性向上、労働環境・経営及び飼料生産体制強化の課題を

総合的に解決することにより、所得向上を図り、持続可能で魅力ある畜産経営を実

現する。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 スマート農業等生産団地創出支援 課名 農産園芸課

事業 国庫・県単

１ 事業の目的・背景

産地力の低下や需要の変化に対応するため、地域の特徴に応じた農業生産団地の

計画づくりから具現化までの手法を構築し、市町村との連携による産地の構造改革

を加速させる。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ２６，０８９千円

（２）財 源 国庫：６，０００千円 一般財源：２０，０８９千円

（３）事業期間 令和３年度～令和５年度

（４）事業主体 市町村、農業団体等、県

（５）事業内容

① 産地構造転換支援事業（国１／４、県１／４） １２，０００千円

「大規模施設園芸団地」や「省力果樹団地」等の将来の生産の核となる農業

生産団地の実現に向けた市町村の調整活動等を支援

② スマート生産基盤推進支援事業 １２，０００千円

ア スマート生産基盤推進事業（県１／３） (7,000千円)

市町村の団地化構想を支えるスマート農業技術について、その根拠となる

データの収集、分析を支援

イ 農業情報活用支援事業 (5,000千円)

企業・農業団体等と連携したデータの解析・実証等

③ 県推進事務費 ２，０８９千円

３ 事業効果

地域の特徴に応じた農業生産団地の整備が進むことにより、産地力の維持や新た

な雇用の場が創出されるとともに、付加価値を創出する産地加工等の取組が拡大

し、関連産業の活性化が図られる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 地域食資源高付加価値化推進事業 課名 農業連携推

国庫・県単 進課

１ 事業の目的・背景

「本県の宝・強みとなる食資源」の高付加価値化や新たな活用を再構築するた

め、産地及び消費地の食農関係者等で構成する推進組織を設置し、本県食資源の高

付加価値化に向けた各種取組（「ローカルフードプロジェクト（ＬＦＰ）」）を支

援する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ８３，１９９千円

（２）財 源 国庫：７１，２５８千円、一般財源：１１，９４１千円

（３）事業期間 令和３年度～令和５年度

（４）事業主体 県農業振興公社、６次化事業者、農林漁業者等、県

（５）事業内容

① 推進組織運営事業 ２６，１００千円

ア 推進組織の設置、運営 (17,085千円)

食農関係者等で構成する推進組織（ＬＦＰプラットホーム）の設置、運営

イ 推進組織の体制強化（県定額） (9,015千円)

推進組織における体制強化を支援

② 実践支援事業 ２７，８９９千円

ア プロジェクトにおける活動、実践支援（国定額） (26,299千円)

新たな高付加価値商品等の創出に係る活動経費や専門家招聘等を支援

イ 新ビジネス創出支援（国・県１／２以内） (1,600千円)

卸売市場や直売所等が行う新たなビジネスモデル構築を支援

③ 施設等整備事業（国１／２以内） ２８，０００千円

高付加価値化等に取り組むための施設・機械整備を支援

④ 県推進事務費 １，２００千円

３ 事業効果

《ローカルフードプロジェクト 取組実践数 令和2年度 ０件 → 令和5年度 ５件》

多様な食農関係者等の連携により、新たな生活様式に対応した県産食資源の活用

や商品化等が加速化し、地域経済の活性化が図られる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざき農の物流革新事業 課名 農業連携推

国庫・県単 進課

１ 事業の目的・背景

持続可能で効率的な農畜水産物の輸送体制の構築を図るため、パレット化等によ

る輸送の効率化や共同輸送等の新たな物流網の構築を支援するとともに、ＩＣＴ等

のデジタル技術を駆使し、モノと情報を届ける輸送体制への変革を推進する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ９，３８７千円

（２）財 源 一般財源：９，３８７千円

（３）事業期間 令和３年度～令和５年度

（４）事業主体 みやざき農の物流ＤＸ推進協議会、農業団体、農業法人等、県

（５）事業内容

① 農の物流ＤＸ推進事業（県定額） ４，５８７千円

パレット化に向けた規格統合の検討、ローカル及び幹線物流の改善実証、共

同輸送のマッチング、ＤＸ技術の導入に関する調査を支援

② 農産物の物流革新に向けた条件整備支援事業（県１／３以内）

４，２００千円

デジタルシフトに必要な情報端末、パレット、冷蔵施設等の整備を支援

③ 県推進事務費 ６００千円

３ 事業効果

農畜水産物の輸送の効率化、新たな物流網の構築、モノと情報を届ける輸送体系

への変革により、輸送コストの低減や労働環境の改善が図られ持続可能な農畜水産

物の輸送体制を実現することができる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 世界農業遺産地域活力創造事業 課名 農政企画課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

世界農業遺産の活用により地域活力を創造するため、世界農業遺産の魅力を生か

した誘客促進や地域人材の育成、魅力発信の取組、関係人口の創出を行い、地域の
活性化を図る。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 １８，７９９千円

（２）財 源 国庫：８，９０７千円 宮崎県人口減少対策基金：５，４０７千円

観光みやざき未来創造基金：３，５００千円 一般財源：９８５千円

（３）事業期間 令和３年度～令和４年度

（４）事業主体 世界農業遺産高千穂郷・椎葉山地域活性化協議会、団体等、県

（５）事業内容

① ＧＩＡＨＳ活用事業（１／２以内） ３，７５０千円

世界農業遺産の地域を支える人材確保の体制整備

ア 地域への理解促進による誘客と定着

イ 農林業複合経営モデルの推進

ウ 民間企業との連携

② ＧＩＡＨＳ人材育成事業（定額、１／２以内） ７，０６４千円

世界農業遺産を担う人材の育成

ア 各世代に応じた農業遺産教育活動支援

イ 神楽等伝統文化継承、後継者育成活動支援

ウ 農業遺産構成要素の保全と学術的な価値向上

③ ＧＩＡＨＳ連携事業（１／２以内） ７，０００千円

地域の魅力発信による関係人口の創出

ア 学会・展示会等における地域情報の発信等

イ 特産品や体験、ツアー開発、販売による地域魅力の発信

④ 県推進事務費 ９８５千円

３ 事業効果

《５町村観光入込客数 平成29年度 224万人 → 令和4年度 232万人》
《地域内小中高生の認知度 令和元年度 未把握 → 令和4年度 100％》

《連携企業数 令和元年度 0社 → 令和4年度 5社》

世界農業遺産の認定を活用した各種事業に取り組むことにより、交流人口・関係

人口の増加、地域に誇りを持つ人材の育成、企業との連携等、地域の活性化が図ら

れる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料
（農政水産部）

新規・改善・既定
事業名 公共農地防災事業 課名 農村整備課

国庫・県単

１ 事業の目的・背景

近年多発している集中豪雨や今後発生が懸念される南海トラフ地震による農地や
農業用施設の災害を未然に防止し、農業生産の維持、農業経営の安定及び県土の保
全を図るため、ため池や湛水防除施設等の農業用施設の整備を実施する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ２，０５９，６５７千円
（２）財 源 国庫：１，０８２，１０３千円 その他特定：８４２，０８４千円 一般財源：１３５，４７０千円
（３）事業期間 －
（４）事業主体 市町村、県
（５）事業内容

① ため池等整備事業 １，０６１，９０７千円
ため池の決壊等による被害を防止する堤体等の整備や補強、農業用に利用し

なくなったため池の廃止等
〔負担割合〕県 営 国5.5～5/10 県4～3.5/10 地元1～0.5/10，県単

団体営 国10～5/10 県3.37～0/10 地元2.4～0/10，県単
〔実施予定地区〕県 営 馬越上・下地区（宮崎市）外22地区

団体営 城山地区(宮崎市)外８地区

② 湛水防除事業 ３２４，４５０千円
農地等の湛水被害を防止する排水機場等の整備
〔負担割合〕県 営 国5.5～5/10 県3.65/10 地元1.35～0.85/10，県単
〔実施予定地区〕県 営 正蓮寺地区（宮崎市）外１地区

③ 農業用河川工作物応急対策事業 ３１６，９９０千円
治水機能の劣っている頭首工等の整備
〔負担割合〕県 営 国5.5/10 県3.7/10 地元0.8/10，県単

団体営 国5.5/10 県4.2/10 地元0.3/10，県単
〔実施予定地区〕県 営 粟野名地区（延岡市）外１地区

団体営 檍地区（宮崎市）

④ 防災ダム事業 ５２，５００千円
施設の改修や管理機器の更新等
〔負担割合〕県 営 国5.5/10 県3.9/10 地元0.6/10
〔実施予定地区〕県 営 高平地区（高鍋町）

⑤ 水質保全対策事業 ２２５，７５０千円
水源確保のための用水路等の整備
〔負担割合〕県 営 国5.5/10 県3.4/10 地元1.1/10，県単
〔実施予定地区〕県 営 新田・浜川原地区（えびの市）外１地区

⑥ 農村地域防災減災調査計画事業 ６５，５００千円
農業用施設の事業実施計画書作成等の調査・計画
〔負担割合〕県 営 国10/10

団体営 国10/10
〔実施予定地区〕県 営 宮崎県（ため池）地区

団体営 都城市（ため池）地区 外４地区

⑦ 農地の防災機能増進事業 １２，５６０千円
排水機場の耐震改修
〔負担割合〕団体営 国5.5/10 県2.1/10 地元2.4/10，県単
〔実施予定地区〕団体営 霧島地区(西都市)

３ 事業効果

農業用施設の劣化状況の調査や施設整備を進め、災害を未然に防止することにより、
農業生産の維持、農業経営の安定及び県土の保全が図られる。
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令 和 ３ 年 度 新 規 ・ 重 点 事 業 説 明 資 料

（農政水産部）

新規・改善・既定

事業名 みやざきの家畜防疫強靱化事業 課名 家畜防疫対

国庫・県単 策課

１ 事業の目的・背景

本県における「みやざきの家畜防疫の４本柱」の強化を図ることで、改正された

家畜伝染病予防法に対応した家畜防疫レベルの高位平準化を促進する。

２ 事業の概要

（１）予 算 額 ７１，１８７千円

（２）財 源 国庫：５５，４９２千円 一般財源：１５，６９５千円

（３）事業期間 令和３年度～令和５年度

（４）事業主体 （公社）宮崎県畜産協会、市町村自衛防疫推進協議会、県

（５）事業内容

① 水際防疫強靱化事業 １，０５３千円

ア キャンプ場等での畜産物適正処理の啓発 (173千円)

イ 水際団体における消毒等防疫対策を支援

（県定額、県１／２以内） (880千円)

② 地域防疫強靱化事業 １９，０１２千円

ア 防疫措置に必須の家畜防疫システムに係る農場基礎情報の収集

(10,801千円)

イ 自衛防疫推進協議会が地域防疫計画に基づき行う防疫活動を支援

（県定額、県１／２以内） (8,211千円)

③ 農場防疫強靱化事業 ５０，６７３千円

ア 厳格化された飼養衛生管理基準の普及と新基準に対応した効果的な農場防

疫の検証 (673千円)

イ 農場バイオセキュリティ向上を支援（国１／２以内）

(50,000千円)

④ 迅速な防疫措置強靱化事業 ４４９千円

新たな防疫指針に対応した防疫演習や防疫研修会等の実施

３ 事業効果

既存の取組に加え、改正法に対応するよう「みやざきの家畜防疫の４本柱」を強

化することで、畜産経営の安定化に資する。
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